
令和６年度第１回特別小委員会 

 会 議 次 第 

 

令 和 ６ 年 ８ 月 ５ 日 （ 月 ） 

富山労働総合庁舎５階大会議室 

 

開  会 

 

議  事 

１ 特定最低賃金の改正決定に係る申出要件の審査結果について 

２ 特定最低賃金の改正決定の必要性の有無について 

３ その他 

 

閉  会 

 

資 料 

№１ 第 56 期富山地方最低賃金審議会特別小委員会委員名簿 

№２ 富山地方最低賃金審議会特別小委員会運営規程 

№３ 令和６年度特定最低賃金改正決定等申出一覧 

№４ 特定最低賃金改正に係る申出書（写） 

№５ 特定（産業別）最低賃金の申出ケース 

 

 

 

 

 

 



資料№１ 

 

第 56 期富山地方最低賃金審議会 

特 別 小 委 員 会 委 員 名 簿 

令和６年５月 28日現在 

 氏  名 現    職    等 

公
益
代
表
委
員 

長 尾  治 明 富山国際大学 名誉教授 

堀 岡 和 正 和み法律事務所 弁護士 

両 角 良 子 富山大学 経済学部 教授 

労
働
者
代
表
委
員 

石 田 康 博 日本労働組合総連合会 富山県連合会 副事務局長 

大 森 仁 電機連合 富山地方協議会 事務局長 

黒 川 智 之 ＪＡＭ北陸 副書記長 

使
用
者
代
表
委
員 

寺 山 収 一般社団法人富山県経営者協会 専務理事 

江 下 修 富山県中小企業団体中央会 専務理事 

八 田  正 人 株式会社三和製作所 代表取締役社長 

任期は、令和７年３月 31 日まで                    (敬称略) 
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資料№２ 

 

第 56期富山地方最低賃金審議会特別小委員会運営規程 

 

（設置及び目的） 

第１条 富山地方最低賃金審議会運営規程第３条に基づき、富山地方最低賃金審議会特別

小委員会（以下「特別小委員会」という。）を設置する。 

２ 特別小委員会は、最低賃金法第 15 条の規定により、特定最低賃金の改正等の申出（意

向表明を含む。）があった場合において、関係者の意見調整を行い、実質的に富山地方最

低賃金審議会（以下「審議会」という。）としての方針を決定することを目的とする。 

 

（構 成） 

第２条 特別小委員会は、労働者代表委員、使用者代表委員及び公益代表委員各３名で構

成する。 

２ 特別小委員会の委員は、各側代表委員の推薦を受けて審議会の会長が指名する。 

 

（委員長等） 

第３条 特別小委員会に委員長及び委員長代理を置く。 

２ 委員長及び委員長代理は、公益代表委員のうちから委員が選挙する。 

３ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 

（会議の招集） 

第４条 特別小委員会の会議は、委員長が招集する。 

 

（委員の欠席） 

第５条 委員長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信

により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。次

項においても同じ）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６条第

６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるもの

とする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を委員長に通

知しなければならない。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期不在となるときは、あらかじめ委員長に通知

しなければならない。 

 

（会議の議事） 

第６条 委員は、会議において発言しようするときは、委員長の許可を受けなければなら

ない。 

２ 特別小委員会は、審議に際し必要と認める場合には、労働者、使用者その他関係者の
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意見を聴取するものとする。 

 

（会議の公開） 

第７条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるお

それがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるお

それがある場合には、委員長は、会議を非公開とすることができる。 

２ 委員長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置を

とることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第８条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開する。ただし、公開することにより、個人

情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵

害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれがある場合には、委員長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非

公開とすることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

（審議事項の報告） 

第９条 特別小委員会において審議した結果については、審議会に報告するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第 10 条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行うものとする。 

 

（附則） 

第１条 この規程は、令和５年７月３日から施行する。 
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資料№３ 
 

令和６年度特定最低賃金改正決定等申出一覧 

 

最低賃金の件名 合意者数・率 申出代表者及び合意労働組合等 申出ケース 

 

富山県玉軸受・ころ軸

受、他に分類されない

はん用機械・装置、ト

ラクタ、金属工作機械、

機械工具、ロボット、

自動車・同附属品製造

業最低賃金 

 

(合意者数) 

５，８７０人 

 

(適用労働者数) 

１２，２９０人 

 

(合意率) 

４７．８％      

 

 

１ 代表者   ＪＡＭ北陸富山県連絡会 

          議 長  宮崎 敏裕 

２ 合意事業所等 

（協約）アイシン軽金属㈱、アイシン新和㈱ 

    田中精密工業㈱ 

    アイシン・メタルテック㈱ 

コマツＮＴＣ㈱、㈱小松製作所 

㈱スズキ部品富山 

（決議）岩城工業労働組合、日本海ベアリング労働組合、 

    不二越労働組合、ナチ富山ベアリング労働組合、 

ナチ精工労働組合、スギノマシン労働組合、 

中越精器労働組合、津根精機労働組合、 

北日本興業労働組合、ケイエステックユニオン 

 

労働協約 

ケース 

 

富山県電子部品・デバ

イス・電子回路、電気

機械器具、情報通信機

械器具製造業最低賃金 

 

(合意者数) 

５，４５６人 

 

(適用労働者数) 

１２，４３０人 

 

(合意率) 

 ４３.９％      

 

 

 

１ 代表者   電機連合富山地方協議会 

          議 長 浦島 成友 

２ 合意事業所等 

（協約）ﾀﾜｰﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ㈱（魚津）、 

    ﾀﾜｰﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ㈱（砺波）、 

    北陸電気工業㈱、 

    ㈱ＫＯＫＵＳＡＩ ＥＬＥＣＴＲＩＣ、 

    ㈱国際電気セミコンダクターサービス、 

    コーセル㈱、北陸電機製造㈱、ＳＭＫ㈱、 

    富士電機パワーセミコンダクタ㈱ 

    アットフィールズテクノロジー㈱ 

    立山科学㈱、パナソニックインダストリー㈱ 

（決議）富山村田製作所社員会、氷見村田製作所社員会 

 

労働協約 

ケース 

 

富山県百貨店，総合ス

ーパー最低賃金 

 

(合意者数) 

１，２９３人 

 

(適用労働者数) 

１，６１０人 

 

(合意率) 

   ８０．３％    

 

 

１ 代表者   ＵＡゼンセン富山県支部 

          支部長  奈良 靖 

２ 合意事業所等 

 （協約）ＵＤリテール㈱、イオンリテール㈱、 

     ㈱大和、㈱平和堂、ユニー㈱ 

労働協約 

ケース 

注１：合意事業所のうち、（協約）は特定最低賃金改正に係る合意書、委任状及び労働協約の提出があった事業所。（決議）は特定最

低賃金改正に係る合意書、委任状のみ提出があったもの。 

注２：合意者数に、（決議）の労働者数は含まない。 

注３：合意者数・適用労働者数に、特定最低賃金が適用されない事業場の労働者数は含まない。 
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5

satakesni
フリーテキスト
資料№４－１
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7

satakesni
四角
ここにメモを書いてください。

satakesni
円
ここにメモを書いてください。

satakesni
フリーテキスト
資料№４－２
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satakesni
フリーテキスト
資料№４－３



№ 産業区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

労働協約

（新設）

労働協約

（廃止）

労働協約

（廃止）

労働協約

（取下げ）

※ 色付けしているものは「必要性有り」との答申があったもの。

※ 「－」は改正申出のなかったもの。

労働協約 労働協約

労働協約

－－ － －

労働協約

資
料

№
５

－ －

労働協約労働協約 労働協約 労働協約

11 自動車（新車）小売業 公正競争 － － －

労働協約 労働協約 労働協約10 百貨店，総合スーパー 労働協約 労働協約 労働協約 労働協約

－ － － －

9
自動車・同附属品製造業
（H21.12.29廃止）

労働協約 労働協約 労働協約 労働協約 労働協約 労働協約8 電気機械器具製造業 公正競争 労働協約 労働協約 労働協約

7
一般機械器具製造業
（H21.12.29廃止）

労働協約労働協約

6
一般機械器具・自動車部
品製造業

労働協約 労働協約 労働協約 労働協約

5
建築用金属製品等製造業
（H25.1.1廃止）

労働協約

労働協約労働協約労働協約 労働協約 労働協約 労働協約 労働協約 労働協約

－ － － － - -

労働協約 労働協約

4
非鉄金属製造業
（H25.1.1廃止）

労働協約

－3 アルミニウム関連製造業 労働協約 － 労働協約 －

－ －2
製鉄、製鋼・圧延業
（H29.11.28廃止）

－ － － － －

-

特定（産業別）最低賃金の申出ケース

1
洋紙・板紙、学用紙製品製
造業（H27.3.23廃止）

－ － － －
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